
50%

49%

53%

53%

44%

47%

20%

17%

24%

26%

22%

26%

13%

17%

10%

12%

20%

18%

11%

12%

10%

7%

11%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成24年度

(462件)

平成25年度

(475件)

平成26年度

(531件)

平成27年度

(544件)

平成28年度

(571件)

平成29年度

(618件)

重金属等 有機塩素系化合物 油分 ベンゼン 農薬 PCB ダイオキシン類 その他

69%

56%

59%

61%

61%

65%

19%

20%

17%

21%

20%

19%

9%

17%

16%

12%

13%

9%

3%

8%

7%

6%

6%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成24年度

(399件)

平成25年度

(410件)

平成26年度

(469件)

平成27年度

(476件)

平成28年度

(497件)

平成29年度

(546件)

自主調査 法調査 条例等 14条調査

土
壌
汚
染
の
除
去
の
内
訳

S2-12 土壌・地下水汚染の対策時の技術適用に関する
アンケートの集計結果について（経年変化と特徴的な事項の考察）

○山下 巧1・河内幸夫1・加洲教雄1 ・松久裕之1 ・技術実態集計分科会1

1土壌環境センター

５．おわりに

(b) 有機塩素系化合物を含む場合の対策規模（対策面積、対策深度、対策土量）の割合

(a) 重金属等のみ

これまでの調査から、汚染物質の組合せや理由によっては、掘削除去-区域外処理ではなく、地下水汚染の拡大の防止、原位置浄化、地下水の水質の測
定等の適用例が増加していることが把握され、法の意図する技術適用が浸透しつつある状況が確認された。一方、詳細な解析を行うと、年度により異なる傾
向がみられる点が多く確認され、掘削除去後区域外処理を選択した理由や対策の規模などにより、制約条件や総合的な判断から対策が選択されている状況
が推察できた。

今後も設問間の相互関係を解析するなどの工夫をほどこしながら、対策が採用される状況の調査も含め、継続的にアンケートを行い、対策方法や技術の動
向について実態把握し、技術開発や対策検討の役に立つよう図っていきたい。

最後に、今回の調査にご協力頂いた土壌環境センター会員企業の皆様に感謝するとともに、今後も同様に調査への協力を頂ければ幸いである。

(b) 有機塩素系化合物のみ (c) 有機塩素系化合物と重金属等の複合

掘削除去-区域外処理の割合が多い 原位置浄化の割合が多い

☆重金属等は50％前後 ☆有機塩素系化合物は20～25%程度☆自主調査は、概ね60％前後 以下法調査、条例・要綱

☆地下水汚染の拡大の防止はH29で増加

(a) 契機 (b) 対象となった汚染物質

(c) 選択された対策 （d） 土壌汚染の除去で選択された対策の内訳

（複数回答を含む）

（複数回答を含む）

（複数回答を含む）

（複数回答を含む） （複数回答を含む） （複数回答を含む）

（複数回答を含む）

３．経年推移

４．実態調査から把握された事柄

(a) 重金属等を含む場合の対策規模（対策面積、対策深度、対策土量）の割合

（選択された対策のうち「その他」を除いた集計）

☆大きな変化は見られない

3.1 対策の契機・対象汚染物質と選択された対策の推移

3.2 汚染物質ごとの適用された対策の特徴

4.1 対策、掘削除去後区域外処理の傾向

☆狭い対策面積、少ない対策土量。深度は2m以上5m未満のが54％

（複数回答を含む）
（複数回答を含む）

4.2 対策規模の傾向

１．調査目的 ２．調査内容

「土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン改訂第2版
（2012）」を参考にして、技術分類等を整理し、平成22年度実績より毎年
アンケート調査を実施（8年間）している。

→ 技術的視点で経年変化と特徴的事項について考察

2.2 回答者情報

会員107社中71社から回答

（回収率66.4%）

調査票回収 640件

土壌・地下水環境に係わる法制度および技術が年々改められてきて
いるなか、継続的に実際の汚染サイト毎に適用された対策事例を収集、
さまざまな技術的視点で動向を把握し技術向上の参考資料とする。

2.1 質問項目

①対策の契機

②対象となった汚染物質

③選択された対策技術

④土壌汚染の除去の種類

⑤掘削除去後の処理

⑥原位置浄化工法の種類

⑦参考情報（任意）

各サイト別に契機、汚染物質
（複合あり）、選択した対策技術
の回答を得ることで、技術動向
を把握

72%

65%

65%

62%

66%

68%

4%

5%

2%

4%

6%

7%

23%

30%

33%

34%

28%

26%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成24年度

(333件)

平成25年度

(326件)

平成26年度

(384件)

平成27年度

(368件)

平成28年度

(391件)

平成29年度

(412件)

掘削土壌-区域外処理 掘削土壌-区域内浄化 原位置浄化

66%

67%

61%

53%

60%

64%

13%

11%

13%

18%

12%

22%

9%

7%

15%

15%

13%

6%

5%

8%

6%

9%

8%

4%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成24年度

（413件）

平成25年度

（416件）

平成26年度

（496件）

平成27年度

（537件）

平成28年度

（518件）

平成29年度

（558件）

土壌汚染の除去 地下水汚染の拡大の防止 地下水のみの原位置浄化 地下水の水質の測定
原位置封じ込め 遮水工封じ込め 原位置不溶化 不溶化埋め戻し
遮断工封じ込め 舗装 立入禁止 土壌入れ換え

（複数回答を含む）

81%

78%

80%

69%

80%

80%

8%

3%

3%

7%

2%

8%

4%

8%

5%

12%

7%

5%

6%

6%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成24年度

(196件)

平成25年度

(194件)

平成26年度

(244件)

平成27年度

(246件)

平成28年度

(208件)

平成29年度

(238件)

土壌汚染の除去 地下水汚染の拡大防止 地下水の水質の測定
地下水のみの原位置浄化 原位置封じ込め 遮水工封じ込め
原位置不溶化 不溶化埋戻し 舗装
立入禁止 土壌入換え 盛土

対
策
の
内
容

土壌汚染の除去の割合が多い 土壌汚染の除去以外の対策がとられている

29%

31%

6%

28%

15%

2%

12%

12%

4%

11%

4%

27%

5%

4%

5%

15%

10%

4%

13%

4%

15%

33%

2%

4%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

重金属等

(195件)

有機塩素系

化合物

(26件)

油分

(48件)

区域指定を解除したかった 建設工事における掘削範囲だったから
跡地利用 工期が短く済む
不動産価値の保全 土壌汚染の規模が比較的小さかった
対象汚染物質では原位置浄化困難 対象汚染物質の濃度では原位置浄化困難
環境リスクを最小とするため その他

900㎡未満, 40%

2m未満, 34%

900㎥未満, 41%

900㎡以上3,000㎡未満, 

26%

2m以上5m未満, 29%

900㎥以上10,000㎥未

満, 39%

3,000㎡以上

10,000㎡未満, 

18%

5m以上10未満,

18%

10,000㎥以上

50,000㎥未満,

13%

10,000㎡以上, 

16%

10m以上, 19%

50,000㎥以上, 

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

対策面積

(209件)

対策深度

(197件)

対策土量

(215件)

900㎡未満, 31%

2m未満,

7%

900㎥未満, 26%

900㎡以上3,000㎡未

満, 26%

2m以上5m未満, 20%

900㎥以上10,000㎥

未満, 40%

3,000㎡以上

10,000㎡未満, 19%

5m以上10未満, 

33%

10,000㎥以上

50,000㎥未満, 21%

10,000㎡以上, 24%

10m以上, 40%

50,000㎥以上, 13%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

対策面積

(132件)

対策深度

(123件)

対策土量

(91件)

900㎡未満, 67%

2m未満,

23%

900㎥未満, 69%

900㎡以上3,000㎡未満, 

24%

2m以上5m未満, 54%

900㎥以上10,000㎥

未満, 26%

3,000㎡以上

10,000㎡未満, 6%

5m以上10未満,

19%

10,000㎥以上

50,000㎥未満, 5%

10,000㎡以上, 

4%

10m以上,

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

対策面積

(54件)

対策深度

(48件)

対策土量

(77件)

(a) 含まれている汚染物質と対策（汚染物質の重複、複数回答を含む）

(b) 含まれている汚染物質と掘削除去後区域外処理を選択した理由（汚染物質を含む） (c) 油分を含む場合の対策規模（対策面積、対策深度、対策土量）の割合

（任意回答）

（任意回答）

（任意回答）（任意回答）

62%

25%

70%

11%

27%

17%

5%

3% 10%

3%

2% 16%

33%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

重金属等

(367件)

有機塩素系

化合物

(262件)

油分

(126件)

土壌汚染の除去 地下水汚染の拡大の防止 地下水の水質の測定 地下水のみの原位置浄化
原位置封じ込め 原位置不溶化 不溶化埋め戻し 舗装
立入禁止 土壌入換え その他の対応

深
い

深
度

46%

45%

35%

32%

24%

26%

26%

23%

33%

33%

41%

19%

25%

28%

29%

31%

26%

53%

3%

5%

3%

4%

9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成24年度

(65件)

平成25年度

(65件)

平成26年度

(116件)

平成27年度

(133件)

平成28年度

(85件)

平成29年度

(89件)

土壌汚染の除去 地下水のみの原位置浄化 地下水汚染の拡大防止

地下水の水質の測定 土壌入換え

75%

55%

63%

41%

65%

64%

10%

9%

13%

10%

9%

14%

13%

17%

17%

24%

10%

18%

13%

28%

4%

8%

3%

4%

5%

5%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成24年度

(20件)

平成25年度

(22件)

平成26年度

(16件)

平成27年度

(29件)

平成28年度

(23件)

平成29年度

(25件)

土壌汚染の除去 地下水のみの原位置浄化 地下水の水質の測定

地下水汚染の拡大防止 原位置封じ込め 原位置不溶化

土壌入換え 遮水工封じ込め 舗装

98%

92%

98%

97%

94%

94%

4%

4%

4%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成24年度

(161件)

平成25年度

(160件)

平成26年度

(195件)

平成27年度

(172件)

平成28年度

(172件)

平成29年度

(194件)

掘削除去→区域外処理 掘削除去→区域内浄化 原位置浄化

33%

9%

14%

4%

10%

12%

6%

67%

89%

86%

83%

90%

90%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成24年度

(51件)

平成25年度

(45件)

平成26年度

(77件)

平成27年度

(83件)

平成28年度

(52件)

平成29年度

(41件)

掘削除去→区域外処理 掘削除去→区域内浄化 原位置浄化

52%

38%

83%

63%

72%

89%

19%

13%

6%

6%

29%

50%

17%

31%

28%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成24年度

(21件)

平成25年度

(24件)

平成26年度

(12件)

平成27年度

(16件)

平成28年度

(18件)

平成29年度

(18件)

掘削除去→区域外処理 掘削除去→区域内浄化 原位置浄化


